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1.はじめに
　比例連結(Proportionate Consolidation)が連結に関して無視しえない重要な
会計用語であるという点では，声高に異議を唱える者はないように思う。
しかしそれにもかかわらず，「比例連結」という用語の使い方については，
かなりの混乱が見られるのが現状である。例えば，比例連結は持分法の代
替処理として用いられているとか，全部連結よりもむしろ比例連結の方が
望ましいとか，比例連結は純粋親会社説であるとかである。つまり換言す
れば，「比例連結」という用語は，単なる会計手続方法という意味だけで
はなく，連結基礎概念の次元でも用いられると言って差し支えない。なお，
連結基礎概念とは，連結財務諸表作成の基礎となる考え方であり，これま
で主として会計主体論の側から検討されてきた1）。
　1）現時点では，個別財務諸表を合算して連結財務諸表が作成されるために，果
　　　たして連結の次元だけを切り離してそこだけで主休診を云々しうるとは思え
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　このように，「比例連結」という用語は，いかなる根拠も有することな
くただ何となく多義的に用いられている。しかしながら，このまま放置し
て置くことは決して望ましいことではなく，むしろ様々な意見の対立や誤
解を招くことにもなりかねない。以上のことから，この用語の十分な吟味
が不可欠であるのは自明のことである。そして，実際に吟味する際には
ＦＡＳＢの討議資料{Discus丿on MemoΓandum: an Analysis of Issueぶ拓?/αだj応
Ｃｏｎｓｏｌｉｄａtionl）olicｙａｎｄ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ，1991以下，「討議資料」と略称）が非常に
有用であると考えられる。
　本論文では，「討議資料」を手がかりとして，「比例連結」という用語に
ついて十分に吟味し，これを２つ（比例連結説と比例連結法）に分類する。
そしてさらに，比例連結説の性格やその位置づけについて明示したうえで，
むすびとして，比例連結説(Proportionate Consolidation Concept)は経済的単
一体説(Economic Unit Concept)や親会社説(Parent Company Concept)と並ぶ
主たる連結基礎概念の１つなのかまたはあくまで親会社説の１つのバリエ
ーションなのかについての私見を述べる。
2.比例連結法と比例連結説
　「比例連結」という用語を十分に吟味すれば，この用語の意味するもの
が必ずしも統一されたものとなっておらず，むしろ，かなり混乱して用い
られていることに気が付く。そして，この用語がいかに混乱して用いられ
ているかについては，「討議資料」の所述を見れば明らかである。「討議資
料」では，これを親会社説や経済的単一体現と並ぶ主たる連結基礎概念の
１つとしている。しかしこれ以外に，例えば，比例連結は「親会社説の１
つのバリエーション(a variation of the Parent Company Concept)」であるとか
「持分法の拡張（ａｎ expansion of the Equity Method)」であるという考え方も
提示している2）。さりとて，何れに依拠するかによって，当該用語の解釈
　　　ない。よって，本論文では，主体論という形では問題としていない。
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もまた大きく異なってくることは言うまでもないであろう。そこで，この
用語の使い方について何らかの分類を試みることはそれなりに意味がある
ように思う。
　まず，「親会社説の１つのバリエーション」とする解釈について検対し
てみようと思う。この解釈によれば，比例連結は，主たる連結基礎概念の
１つというよりもむしろ親会社説と言われるものの１つの形態に過ぎない
と考えられることになる。しかし，１つのバリエーションと言ったところ
で何れにしても比例連結をいわばConceptとして連結基礎概念の次元で
解していることに変わりはない。
　次に，「持分法の拡張」と解する考え方について述べる。この考え方に
よれば，比例連結を所謂広義の持分法の１つの形態とすることを正当化す
るものである。取りも直さず，ここで言う広義の持分法には，持分法にと
どまりつつも極めて比例連結的な性格を有する英国のFRS 9 号の総持分
法(Gross Equity Method)や米国の拡張持分法(Extended Equity Method)など
も含まれる3）。なお，総持分法や拡張持分法の詳細については，他の機会
に譲ることにしたい。
　もし仮に，比例連結を「持分法の拡張」であると考えたとすれば，上述
のようなConceptとしての意味で用いられている訳ではない。この場合
には，当該用語は子会社の資産，負債，費用および収益を如何にして連結
財務諸表に含めるかといったようなMethodとして会計手続方法の次元
で考えられているのである。
　以上のことから，「比例連結」という用語の解し方には２通りあること
が明らかである。そして結局，このことが混乱の原因となっているのであ
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る。要するに，当該用語の使用についての混乱は,正に比例連結をConcept
と考えるのかまたはMethodと考えるのかということに起因しているの
である。つまり，一般に比例連結に関して何らかの説明がなされる際には，
Conceptとしての比例連結とMethodとしての比例連結とが区別して論じ
られているとは必ずしも言えない。むしろ，これらを混同している場合が
多く見られる。故に，かかる事情を考慮すれば，比例連結に関する議論が
なされる際には，それが比例連結説に対してのものか比例連結法なのかを
厳密に区別するべきなのである。なお,本論文では, ProportionateConsoli-
dation　Conceptに対しては「比例連結説」, Proportionate　Consolidation
Methodには「比例連結法」という訳語を当てることにする。
　本来，比例連結法と比例連結説とは明確に区別して論じられるべきもの
であるにもかかわらず，この２つはしばしば混同されてきた。その理由は，
一概には言えないが，主として次の２点にあったと思う。まず第１に，連
結基礎概念を経済的単一体説と親会社説の２つとする考え方が支配的であ
り，比例連結説があまり注目されてこなかったことである。なお，今日で
は，「経済的単一体説」と「親会社説」という名称の使用がかなり定着し
てきたようである。しかしそれにもかかわらず，これ以外の呼称が用いら
れる場合もあることに注意したい4）。第２に，ジョイント・ベンチャーの
連結で比例連結法の採用が普及するようになった結果として, Conceptと
しての比例連結という意味で「比例連結」という用語を用いることが稀に
なったことである。比例連結法と比例連結説が混同されてきたのは特にこ
の２番目の理由に拠る所が大きいと思う。そこで，比例連結法とジョイン
ト・べンチャーの連結についての説明を付け加えておくことにする。
―144－
　今日，比例連結法は，ジョイント・べンチャーに対する会計処理方法の
１つとして幾つかの国ですでに法制化されている。さらに，国際会計基準
31号に至っては，代替的な処理として持分法を認めてはいるものの，あく
まで比例連結法による会計処理を原則としている。嘗ては，ジョイント・
ベンチャーは関連会社と同様に重要な影響を有するに過ぎないとされ持分
法による処理が主流であった。しかし，今日では，むしろ国際会計基準の
ように比例連結を支持する強い立場が現れるようになってきている。この
理由については，次のような推測が可能である。すなわち，持分法では，
ジョイント・べンチャーの資産・負債が投資会社の連結財務諸表に現れな
いため，投資会社の資産・負債についての有用な情報提供を妨げ，場合に
よってはオフバランスシート・ファイナンシングの手段に利用されてしま
うことである。そのため，比例連結法を採ることによって，ジョイント・
べンチャーに対する持分の本質と経済的な実態，つまり，将来の経済的便
益のうちジョイント・ベンチャーに相当する持分の支配をよりよく反映さ
せることが不可欠なのである5）。
　ジョイント・べンチャーという用語が意味するものには，幾つかのケー
スが考えられるが6），連結に関して特に問題となるのは通常「合弁会社」
であると考えて一向に差し支えない。これは，複数の会社が，１つの会社
を共同で支配するケースのことである。故に，ジョイント・べンチャーの
連結では，共同支配をどのように解釈するのかが重要視される。例えば，
国際会計基準31号によれば，共同支配とは，「ある経済活動に対する契約
に基づき合意された支配の共有」のことをさす7）。すなわち，まず第１に，
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それらの投資会社間で契約上の取り決めが存在していなければならない。
言い換えれば，共同支配を確立するための契約上の取り決めが存在してい
なければ，ジョイント・べンチャーとしての条件を満たさないのである。
ただしこの場合には，共同支配を伴う持分は，投資会社が重要な影響を有
している関連会社への投資とは厳密に区別される。第２に，支配の共有を
余儀なくさせられていることである。詰る所，ある被投資会社に対して過
半数の持分を所有する会社が存在したところで，その会社には単独でジョ
イント・ベンチャーの全体を支配する能力を有しないのである。しかるに，
連結子会社に対する親会社持分と親会社以外の持分のような力関係が薄れ
ており，投資会社間での協調や共同の意思決定なしでは存続していくこと
は困難なのである。
3.連結基礎概念とは何か
　前節では，比例連結説と比例連結法とが混同されてきた背景には，比例
連結膜の注目度の低さも原因の１つとなっているのではないかという見解
を述べた。この考え方については賛否両論あるだろうが，いずれにせよ比
例連結説があまり注目されてこなかったことは事実である。しかしながら，
比例連結説は，「討議資料」を見る限りにおいては決して無視されてよい
ものではなく，むしろより一層の研究が必要なものである。そこで，これ
以降は，比例連結説に照準を合わせて論じていこうと思う。ただし，比例
連結説について論じる前に，まずは連結基礎概念についての理解が前提と
なることは言うまでもない。そこでまずは，連結基礎概念とはどのように
解釈するべきものなのかについて述べようと思う。要するに，連結基礎概
念とは，連結会計の基礎となる理論的な枠組みを提供するものであり，連
結財務諸表を作成する際の立脚点を表すものである。言い換えれば，この
ような連結財務諸表作成の立脚点を提供する機能を有するが故に，連結基
礎概念は個々の連結手続に対しての理論的な根拠を与えることができるの
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である。
　解し方についてはこの程度にとどめておいて，次に，連結基礎概念の現
代的な意義について検討していきたい。そこで，なぜ連結基礎概念がこれ
ほどまでに重要視されるべきものと言えるのかについて論じてみたい。
　今日では，ほとんどの国で連結財務諸表についての法制化がなされてい
ることもあって，実際に多くの企業がこれを公表している。しかしながら，
必ずしも論理的に一貫した形で法制化がなされていないために，いわば必
然的に実務においては多様でかつ互いに矛盾し合う会計手続が行なわれる
結果となった8)。こうしたことが起こりうるのは，多分に連結財務諸表に
関しての個々の会計手続や実務上での問題の依拠すべき理論体系が十分に
整備されていないためである。また，連結財務諸表を要求する立場如何に
よっても連結の目的や機能も異なってくるのは当然のことであるにもかか
わらず9)，これに対応できうるような理論的な定義づけが十分になされて
いるとは言い難い。そこで，このような連結に関する理論的な不備を補完
するためには，連結基礎概念が不可欠であるのは自明なことである。つま
り換言すれば，連結基礎概念の下で，個々の会計処理が体系的に整理され
たり，雑多で互いに矛盾し合っている会計手続を首尾一貫したものにする
ことが可能であるかも知れないのである。特に米国では，ムーニッツ
(Moonitz)によって連結会計に関する理論の欠如が指摘されて以来，チャ
イルズ(Childs)やベッドフォード(Bedford)やバックスター＝スパイニー
(Baxter& Spinney)などによってこれまで既に幾つかの連結基礎概念に関す
る研究がなされてきた。そして，そのなかでも，ムーニッツが提唱した
EntityTheory はとりわけ有名である10)。
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　以上のように数十年も前から連結基礎概念の必要性が唱えられており幾
つかの研究もなされてきた。これが「討議資料」にも少なからぬ影響を与
えたものと思われる。そこで，次節では，「討議資料」における連結基礎
概念の詳細について言及しようと思う。
４．３つの連結基礎概念
　「討議資料」では，連結基礎概念として，経済的単一体説，親会社説お
よび比例連結説の３つを挙げている。ともかくも，親会社説と経済的単一
体説とは別に比例連結説が存在するという考え方を提示した点で，「討議
資料」の果たした功績は大きい。故に，「討議資料」を手がかりとして比
例連結説の性格を吟味するといった発想は強ち的外れなことでもなく，む
しろ極めて自然な考え方なのである。それでは一体，比例連結説と他の２
つの基礎概念の違いはどこにあるのだろうか。また，何れの連結基礎概念
を採用するかによって，具体的に会計手続がどのように違ってくるのであ
ろうか。いずれにせよ，これらの連結基礎概念を採用する際に特に注意が
必要となるのは，次の３点である。
　（１）　非支配持分(Noncontrollinglntｅrｅst）11）をどのように扱うか
　（2）資本連結の際にどこまで時価評価をしていくのか
　（3）企業間取引の損益の消去などをどのように行うか
　まず最初に（1）について述べることにする。これについては，非支配持分
は連結資本なのか否かということやその根拠は何から生じるのであろうか
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ということが問題となる。そのため，３つの連結基礎概念の立場と，それ
らによれば非支配持分をどのように考えることができるのかを取り上げる
ことになるのである。
　まずは親会社説について述べることにしたい。これは，連結財務諸表の
理論的な枠組みを提供するうえで「親会社の株主の持分を重視する」12）考
え方であり，「親会社株主の持分額を適正に計算する立場」13）である。そ
のため，連結財務諸表における自己資本の部の「自己」に該当するのは，
親会社の株主が出資によって直接支配している部分（親会社持分）に限ら
れる。その結果，非支配持分を親会社持分とは性格を異にするものと考え
ることになるため，非支配持分は少なくとも自己資本の部には記載されな
いこととなる14）。
　次に比例連結説について述べる。比例連結説は，（報告実体は依然とし
て親会社である」１５）が，子会社の資産，負債，費用および収益に対する親
会社の持分比率16）に相当する部分だけを連結財務諸表のなかに含めよう
とする考え方である。故に，親会社説と比べた場合に，非支配持分を完全
に無視するという点で親会社の持分に相当する部分の重視をより徹底させ
る立場を採っていると言えるであろう。
　これに対して，経済的単一体説では，「単一の経営による全体の支配」
に重点が置かれることになる17）。すなわち，連結財務諸表作成の立脚点は
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単一の経営によって支配されている企業グループ全体に置かれることにな
り，その結果として経済的に統合されたグループの業績や財政状態を表示
することが重要視されることになる。したがって，｢親会社に帰属する部
分を適正に計算する｣という親会社説の立場と比較すれば，まったく性格
を異にするものである。このことからも明らかなように，経済的単一体説
において問題となるのは，単一の経営によって支配を受けているのか否か
であるため，そこには非支配持分を親会社持分と異質なものとする発想は
存在しないこととなる。したがって，非支配持分は自己資本の部に記載さ
れることになる。
　以上のことから，親会社説と経済的単一体説のいずれを採るかによって
大きく異なるのは，非支配持分の捉見方であると言えよう。そこで，非支
配持分の性格をどのように解釈するかで，会計処理が大きく異なるケース
について付言しておきたいと思う。一例を挙げれば，親会社が支配を維持
しながら子会社株式の一部を売却するケースがその典型であろう18)。親会
社が，子会社の株式を売却すれば，子会社に対する親会社の持分が減り，
その分だけ非支配持分が殖える。このケースでは，子会社株式を売却する
ことについての解釈が，親会社説と経済的単一体説とで異なることになる。
親会社説では，非支配持分は親会社持分とは異質のものと考えるために，
これを通常の売却であるとして売却損益を認識する。これに対して，経済
的単一体説では，子会社の株生聞での単なる株式の移転に過ぎないと考え
るために，売却損益を認識しないのである。
　次に(2)について述べようと思う。ここで特に注意すべきこととしては，
連結財務諸表のなかに含められているすべての項目が時価評価されるとは
－150 －
限らないことである。例えば，仮に部分時価法が採用されると，子会社の
うちの親会社以外の株主に相当する資産・負債については簿価で評価され
ることになる。したがって，連結財務諸表において，どの程度まで時価評
価をしていくのかがとりわけ重要視されるのもいわば当然のことなのであ
る。そしてそのことが，時価評価については親会社説や比例連結説を採る
か，あるいは経済的単一体説を採るかによって左右されるとする解釈にも
つながりうるのである。
　そして最後に，(3)について述べてみたい。つまり，ここで重要となるこ
とは，企業間取引の損益のどこまでを未実現と考えるかである。換言すれ
ば，企業間取引の損益を全額消去するのか，または親会社に相当する部分
だけを消去するのかということである。親会社説では，非支配持分を親会
社持分とは異質なものとするため，親会社の持分比率に相当する部分に限
って未実現とされる。そのため，親会社に相当する部分だけが消去される。
これに対して，経済的単一体説では，それを異質なものとは見なさないた
めに，その全額が消去されることになる。
　次に，上で述べたことを参考にして，３つの連結基礎概念のそれぞれの
ケースにおける子会社の純資産，のれん，親会社持分および非支配持分を
実際に数値を使って計算してみることにする。その結果として，下の設例
のようになる。
　　　●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
　[設例]
　Ａ社がＢ社の株式60％を4500万円で取得して，Ｂ社をＡ社の子会社とし
た。なお，Ｂ社の純資産の公正な市場価値は5000万円であり，Ｂ社の純資
産の帳簿価額は
，3000万円である19)。
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　（1）経済的単一体説
　　　Ｂ社の純資産　　5000万円
　　　のれん　　　　　2500万円（4500万円÷60％－5000万円）
　　　親会社持分　　　4500万円
　　　非支配持分　　　3000万円（5000万円＋2500万円－4500万円）
　（2）親会社説
　　　Ｂ社の純資産　　4200万円（5000万円×60％＋3000万円×40％）
　　　のれん　　　　　1500万円（4500万円－5000万円×60％）
　　　親会社持分　　　4500万円
　　　非支配持分　　　1200万円（4200万円＋1500万円－4500万円）
　（3）比例連結説
　　　Ｂ社の純資産　　3000万円（5000万円×60％）
　　　のれん　　　　　1500万円（4500万円－5000万円×60％）
　　　親会社持分　　　4500万円
　　　非支配持分　　　　Ｏ
　　　●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●畠●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
　これまで３つの連結基礎概念の性格やそれぞれの異同点について言及し
てきたが
，
これらを踏まえた上で以下のＦＡＳＢの動向について検討して
みようと思う
。
FASB は，1995年10月の公開草案「連結財務諸表：方針
と手続」（ＦＡＳＢ
，　Ｅｘｐｏｓｕｒｅ　Ｄｒaft， Ｐｒｏｐｏｓｅｄ Ｓtａtｅｍｅｎt ｏｆ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ａｃｃｏｕｎtｉｎｇ
Standa?ぶ，Ｃ∂心∂/?ated Fina八cial Statements:･Ｐｏｌｉｃｙ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｄｕｒ･ｅｓ，October
1995）を公表し，そのなかで経済的単一体説採用の意向を表明した20）
。
FASBが経済的単一体説を支持する理由は
，
次のようである。まず第１
に時価評価の問題である
。
ともかくも
，
部分時価法よりも全面時価法を採
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用する方が，連結財務諸表の有用性をより高められると判断されたのであ
る。つまりもし仮に部分時価法を採るとすれば，親会社に連結される以前
の子会社の資産・負債のなかにその取得時の簿価のままで残る部分が存在
することになる。したがって，これをそのまま連結すれば連結財務諸表の
利用者の誤解を招くことにも成り兼ねない。第２に，親会社の子会社に対
する支配や会計責任についてである。詰る所，子会社に対する支配や会計
責任は，親会社の持分に相当する部分だけではなく，子会社の資産・負債
のすべてに及んでいる。よって，親会社と親会社以外の株主との間に境界
線を引くこと自体無意味であるとも言える。なお念のために付け加えてお
くとすれば, FASBが支持しているとはいえ，経済的単一体説を採ると
してもなお解消できない問題がある。それは，経済的単一体説においても，
企業グループのなかで親会社自身が時価評価されていないなどの欠点が依
然として残されたままになることである。
5.比例連結説の性格
　これまで連結基礎概念について述べてきたが，以上のことを踏まえたう
えで，果たして比例連結説は如何なる性格を有するものと言えるのであろ
うか。そこで，「討議資料」を手がかりにして比例連結説についてのさら
なる検討を加えていこうと思う。
　「討議資料」によれば，比例連結説については次のように述べられてい
る。すなわち，「報告実体は依然として親会社であるため，親会社説のよ
うでもあるが，親会社のオーナーが見返りを得る純資産額だけを連結財務
諸表で報告する。なお，親会社のオーナーが得る見返りとは，取りも直さ
ず，彼らが直接的に便益を得る持分に対する資産，負債，費用および収益
のことである。」21）
　上述から，連結財務諸表の報告対象となるのは「親会社のオーナーが見
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返りを得る」部分に限られることが分かる。故に，「直接的な便益として
の見返り」を得られない親会社以外の株主に相当する部分は結果として無
視されることになる。そのため，企業間損益については，親会社の持分に
相当する部分だけを未実現利益とする。そして，のれんは，親会社の投資
額と子会社の公正価値のうちの親会社に相当する部分との差額から算定さ
れる。また，比例連結説では，「報告実体は依然として親会社」であるこ
とから，親会社説と同様にその立脚点を親会社および親会社の株主（オー
ナー）に置いているのである。さらに，比例連結説では，親会社以外の株
主に関する部分を無視するために親会社の株主が親会社以外の株主から株
式を取得すべきかどうかという判断を連結財務諸表から得やすいなどの利
点を有している。
　これまで，「討議資料」を手がかりとしてきたが, Conceptとしての比
例連結が，これ以前にまったく考えられてなかった訳ではない。例え
ば，1975年のバックスター＝スパイニー(Baxter & Spinney)の論文では，
連結財務諸表作成の基礎となる４つのコンセプト(four concepts underlying
the preparation of consolidatedfinancialstatements)が提示されている22）。そし
て，これらのうちの所有主説(the ProprietaryConcept)が「討議資料」の比
例連結説と似通ったものとなっている。つまり，連結財務諸表作成の立脚
点をオーナーとし，非支配持分を完全に無視しているのである。しかし大
きな相違点を挙げるとすれば, Conceptとしての比例連結を想定していな
がらも，パートナーシップやジョイント・べンチャーに対する会計につい
て述べるといったことがなされていることである。詰る所, Conceptとし
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ての比例連結とMethodとしての比例連結とが厳密に区別されていると
は言い難いのである。
　以上, Conceptとしての比例連結について述べてきたが，理論上，これ
には幾つかの欠点があることも指摘しておく必要がある。まず第１に，子
会社に対する支配の問題である。子会社への支配は，子会社の資産・負債
のすべてに及ぶものであり，決して親会社の持分に相当する部分だけの問
題ではない。また，株主持分と資産・負債との間には何ら結びつきは存在
していない。つまり，親会社は，子会社の純資産に対して投資しているの
であって，子会社の資産・負債に投資している訳ではないのである。また，
結果として部分連結をすることになるため，子会社における債権・債務の
一部が恰もその会社のものでないかのような状態で連結されることとなり，
事実に反することとなるのである23）。
　第２に，会計単位の捉え方についての不都合が生じる。企業グループを
１つの会計単位とすると，これを比例連結説で捉えることは，果たして妥
当であると言えるのであろうか。と言うのも，企業グループは，完全な意
味でのメンバー企業の集まりであるからである。したがって，１つの企業
である以上，それは正に渾然一体を為すものと考えられるため，これを無
闇に分割するのは妥当ではないだろう24）。比例連結説を採るということは，
ある１つの企業の一部分だけを連結財務諸表に含めることになる。譬えて
言うならば，１つの企業を切断し，上半身だけを連結財務論表のなかに含
めるようなものであろう。
6.むすび
　これまで，本論文では，「討議資料」を手がかりにして比例連結説につ
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いて検討してきた。その際には，まるで当然のことのように比例連結説を
３つの連結基礎概念の１つとして考えてきた。しかし一方で，比例連結説
を連結基礎概念の１つと考えて良いのだろうかという疑問も生じてくるの
である。と言うのも，比例連結説は非支配持分に関する部分以外は親会社
説とは取り立てて大きな違いがないために，敢えて比例連結説と親会社説
とを別個のものと考えなくてもよさそうに思えるのである。また，非支配
持分に関する部分さえも，比例連結説と親会社説とが完全に性格を異にし
ているとは断定できないであろう。なぜなら，もし仮に親会社説が必ずし
も全部連結を前提としていないのならば，親会社説であっても非支配持分
を無視することが可能であるためである。そして，この場合には結果とし
て比例連結説と同じことになる。
　次に，親会社説が全部連結を前提としているのかについて注目してみた
いと思う。その際に，親会社説によれば連結財務諸表を一体どのように解
することができるのかを明らかにする必要がある。これについては，「討
議資料」では次のように述べられている。すなわち，「連結貸借対照表と
は，親会社の貸借対照表を修正したものである。ただし，子会社への親会
社の投資に対して置きかえられたすべての子会社の資産および負債を加え
たものである。……同様に，連結損益計算書は，親会社の損益計算書を修
正したものである。ただし，子会社への投資による親会社の利益に対して
置きかえられた子会社の費用および収益を加えたもの」である25）。
　すなわち，親会社説では，連結財務諸表を親会社の個別財務諸表の拡張
と解しているのである。つまり言い換えれば，連結財務諸表とは，親会社
の投資に相当する部分を子会社の資産・負債に置きかえただけで，基本的
には親会社の財務諸表を幾らか拡張したに過ぎないと考えるのである。故
に，単に置き換えるというだけならば，必ずしも全部連結を前提としなく
ても良いであろう。
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　上述から明らかなように，比例連結説を連結基礎概念の１つとすること
は些か疑問であると思う。しかしながら，これをもって比例連結説の存在
が完全に否定されることにはならないであろう。確かに「討議資料」では，
比例連結説を経済的単一体説や親会社説とともに主たる基礎概念の１つと
している。しかしながらその一方で，「親会社説の１つのバリエーション」
(a variationof the ParentCompany Concept)であるとか「親会社説の最も純粋
な形態」(thepurestform of the ParentCompany Concept)として位置づける考
え方も提示している26）。「親会社説の１つのバリエーション」や「親会社
説の最も純粋な形態」と位置づける場合には，比例連結説は親会社説のな
かに完全に含まれてしまうことになり，その結果として，連結基礎概念は
経済的単一体説と親会社説の２つであると考えざるを得なくなるのである。
　次に，比例連結説を「親会社説の１つのバリエーション」として位置づ
ける考え方について述べる。すなわち，この場合には，一般に親会社説と
言われているものは厳密には幾つかのバリエーションが存在し，比例連結
説はそのうちの１つに過ぎないと考えるのである。私見ではあるが，この
ように「親会社説の１つのバリエーション」とする考え方は，十分妥当性
を有すると思う。然るに，これについて殊更異議を申し立てるつもりはな
い。しかしもし，親会社の持分を適正に表示するという点に注目したなら
ば，比例連結説は１つのバリエーション以上のものであると考えて良いの
ではないか。つまり換言すれば，親会社の持分を厳密に表示するという考
え方を徹底すればする程，必然的に親会社の持分に相当する部分以外を無
視することになると言わざるを得ない。その意味では，むしろ比例連結説
を「最も純粋な親会社説」として位置づけることの方がより妥当であるよ
引こ思う。
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